
朝来市福祉人材確保支援補助金等交付要綱 

令和８年４月１日 

告示第65号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、朝来市福祉人材確保支援補助金及び奨励金（以下「補助金等」とい

う。）の交付に関し、朝来市補助金等交付規則（令和２年朝来市規則第４号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助金等の交付目的） 

第２条 この補助金等は、求職者の市内の福祉事業所への就職を促進するとともに、福祉

事業所の安定的な人材確保を支援し、もって福祉事業所の安定的かつ継続的な運営を確

保することを目的とする。 

（定義） 

第３条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 福祉事業所 次の各号いずれかに該当する事業等を行う市内に存する事業所又は

施設をいう。 

ア 介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）第８条第１項に規定す

る居宅サービス（訪問入浴介護、訪問リハビリステーション及び居宅療養管理指導

を除く。） 

イ 法第14項に規定する地域密着型サービス（定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜

間対応型訪問介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び複合型サービスを除

く。） 

ウ 法第８条第24項に規定する居宅支援事業 

エ 法第８条第26項に規定する施設サービス（介護医療院サービスを除く。） 

オ 法第８条の２第１項に規定する介護予防サービス事業（介護予防訪問入浴介護、

介護予防訪問リハビリテーション及び介護予防居宅療養管理指導を除く。） 

カ 法第８条の２第12項に規定する地域密着型介護予防サービス 

キ 法第８条の２第16項に規定する介護予防支援事業 



ク 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第６条の２の２第１項に規定する障害児通所

支援事業 

ケ 児童福祉法第６条の２の２第６項に規定する障害児相談支援事業 

コ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第

123号。以下「障害者総合支援法」という。）第５条第１項に規定する障害福祉サー

ビス（重度訪問介護、同行援護、行動援護、療養介護、重度障害者等包括支援、自

立訓練、就労選択支援、就労移行支援及び自立生活援助を除く。） 

サ 障害者総合支援法第５条第19項に規定する一般相談支援事業又は特定相談支援事

業 

シ 障害者総合支援法第５条第27項に規定する移動支援事業 

ス 障害者総合支援法第５条第28項に規定する地域活動支援センター 

セ 老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の６に規定する施設 

(2) 福祉事業所で従事するために必要な職種 社会福祉士、介護福祉士、看護師、准看

護師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、精神保健福祉士、管理栄養士、栄養士、

（主任）介護支援専門員、保育士、（主任）相談支援専門員、児童発達支援管理責任

者、サービス管理責任者その他市長が介護サービス従事者で必要と認める職種をいう。 

(3) 介護職員等 利用者への介護又は看護サービスの提供、相談、指導業務等に専ら従

事する者（生活支援員含む。）をいう。 

(4) 所定労働時間 福祉事業所の就業規則で定められた労働時間をいう。 

(5) 正規雇用 次のいずれにも該当する雇用形態をいう。 

ア 労働契約に期間の定めがないこと。 

イ 所定労働時間をフルタイムで勤務すること。 

ウ 福祉事業所に直接雇用されていること。 

（補助対象者） 

第４条 補助金等の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は、福

祉事業所に雇用されている者（別表第１に掲げる奨励金の交付を受けることができる者

にあっては、新たに福祉事業所に介護職員等として雇用されたもの）とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助



金等の交付の対象としない。 

(1) 市町村民税等の徴収金に滞納があるとき。 

(2) 過去にこの告示に基づく補助金等の交付を受けた者であるとき。ただし、別表第１

に掲げる補助金については、この限りではない。 

（補助金等の種類等） 

第５条 補助金等の種類及び要件は、別表第１のとおりとする。 

（補助金の対象経費） 

第６条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、福祉事業所で従

事するために必要な研修の受講に係る受講料（教材費を含む。）及び資格取得受験手数

料とする。ただし、当該経費を対象とする他の制度による補助金等の交付を受けたとき

は、その経費を除く。 

（補助金等の額） 

第７条 補助金の額は、補助対象経費の総額（その額に1,000円未満の端数があるときは、

これを切り捨てた額。）とし、１年度につき10万円を限度とする。 

２ 奨励金の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とし、１人当たり

１回限りとする。 

(1) 福祉人材就職奨励金 50,000円 

(2) 福祉人材継続奨励金（１年奨励金） 50,000円 

(3) 福祉人材継続奨励金（３年奨励金） 100,000円 

（交付申請及び請求） 

第８条 補助金等の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、朝来市福祉

人材確保支援補助金等交付申請書兼請求書（様式第１号。以下「申請書」という。）に

別表第２に掲げる書類を添えて、市長に提出するものとする。 

２ 補助金等の交付の申請期限は、別表第２のとおりとする。 

（交付決定） 

第９条 市長は、前条の申請書を受理したときは、その内容の審査及び必要に応じた調査

等を行い、補助金等を交付することを決定したときは、朝来市福祉人材確保支援補助金

等交付決定通知書兼交付確定通知書（様式第２号）により申請者に通知するとともに、



速やかに補助金等を交付するものとし、補助金等を交付しないことを決定したときは、

朝来市福祉人材確保支援補助金等不交付決定通知書（様式第３号）により申請者に通知

するものとする。 

（朝来市補助金等交付規則の適用除外） 

第10条 この告示の規定による補助金の交付については、規則第13条の規定は、適用しな

い。 

（補則） 

第11条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和８年４月１日から施行する。 

（この告示の失効） 

２ この告示は、令和11年３月31日限り、その効力を失う。ただし、同日までにこの告示

に基づき交付決定を受けた補助金の交付については、この告示の失効後も、なおその効

力を有する。 

別表第１（第４条及び第５条関係） 

区分 種類 交付要件 

補助金 資格取得補助金 福祉事業所で従事するために必要な職種に関する研

修を修了したとき、又は資格を取得したとき。 

奨励金 福祉人材就職奨励金 福祉事業所に正規雇用された日から起算して6か月

を経過したとき。 

福祉人材継続奨励金 

（1年奨励金） 

福祉人材就職奨励金の補助要件を満たすこととなっ

た福祉事業所において継続して正規雇用され、1年を

経過したとき。 

福祉人材継続奨励金 

（3年奨励金） 

福祉人材就職奨励金の補助要件を満たすこととなっ

た福祉事業所において継続して正規雇用され、3年を

経過したとき。 



別表第２（第８条関係） 

区分 種類 申請期限 添付書類 

補助金 資格取得補助

金 

福祉事業所で従事する

ために必要な職種に関

する研修を修了した日

又は資格取得した日か

ら起算して原則として

6か月以内 

・福祉事業所が発行した勤務状況等証明書 

・福祉事業所で従事するために必要な資格

証の写し 

・福祉事業所で従事するために必要な研修

経費及び資格取得経費の支払額が確認で

きる書類の写し 

・福祉事業所等から対象経費の一部負担を

受けた場合は、その金額が確認できる書

類の写し 

・住所を有する市区町村が発行する納税証

明書（市内に住所を有しない者に限る。） 

・その他市長が必要と認めるもの 

奨励金 福祉人材就職

奨励金 

交付要件を満たすこと

となった日から起算し

て原則として6か月以

内 

・福祉事業所が発行した勤務状況等証明書 

・住所を有する市区町村が発行する納税証

明書（市内に住所を有しない者に限る。） 

・その他市長が必要と認めるもの 

 


